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1　はじめに
　全国的に一般廃棄物最終処分場の浸出水中の塩類濃度
は上昇傾向にあると言われている。それは昨今の最終処
分場の逼迫から，延命化を図る必要があり減容化のため，
可燃物はすべて焼却処理して最終処分場に埋め立てられ
るため，結果として多量の塩類が蓄積するためである。
本研究では，一般廃棄物処分場に埋め立てられる焼却灰
に焦点を絞り，環境保全及び焼却灰の再生資源の利用促
進の基礎資料とするため，一般廃棄物焼却施設による塩
類の発生状況とその性状及び脱塩処理施設アンケート調
査を実施したので報告する。

2　調査方法
　2.1　焼却灰の発生状況及び塩類含有量
　調査した 10 事業場の焼却炉は①～④はストーカ炉，
⑤はストーカ炉＋灰溶融炉，⑥⑦は流動床炉，⑧は流動
床式ガス化溶融炉，⑨⑩はストーカ炉で，最終処分場浸
出水を水処理後，焼却炉の冷却水として再利用している
施設である。これらの焼却灰発生量と塩類含有量を調査
した。調査方法，分析方法は前報 1）と同じである。
　2.2　脱塩処理施設アンケート調査 2）

　最終処分場に設置されている全国 7 ヶ所の脱塩処理施
設について，管理状況等のアンケート調査を実施した
　2.3　脱塩処理施設副生塩の分析
　水処理方式の異なる 2 施設からの副生塩について，融
雪剤としての使用の可能性を検討するため，重金属等の
分析を行った。

　一般廃棄物焼却灰の発生状況を調査した結果，塩化物イオン発生量はストーカ炉が平均 1.5kg/ 人 / 年，流動床炉が
平均 1.0kg/ 人 / 年と流動床炉が低い値を示す傾向がみられた。塩化物イオン発生量と飛灰中の消石灰量には，強い相
関がみられ，塩化物イオン捕集のための必要量を添加していることが窺えた。最終処分場の浸出水を冷却水として再
利用している事業場では塩化物イオン及びナトリウム，カリウムの系内蓄積が確認された。実働中の脱塩処理プラン
トの種類，規模，諸経費についてデータベース化した。Ｘ線回折の結果では，全てのストーカ炉で難溶性のフリーデ
ル氏塩が検出された。
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　2.4　Ｘ線回折による分析
　Ｘ線回折分析を行い，焼却灰中の塩類の結晶構造を解
析した。

3　結果と考察
　3.1　焼却灰の発生状況及び塩類含有量
　一人年間当たりの焼却灰発生量を図 1 に示した。①～
④では主灰，飛灰，併せて平均 48㎏であった。⑤では，
併せて 21㎏でスラグが 14㎏であった。⑥⑦では主灰の
発生はなく，がれきと飛灰併せて平均 23㎏であった。
⑧ではがれきと飛灰併せて 18㎏でスラグが 8㎏であっ
た。スラグやがれき類を除いた焼却灰発生量はストーカ
炉（48㎏），流動床炉（15㎏），ガス化溶融炉（12㎏）の
順に減少していた。一方，浸出水を再利用しているストー
カ炉では⑨は多めで⑩は少なめの発生量であった。
　1 人年間当たりの塩化物イオン発生量を図 2 に示した。
消石灰を投入しない①を除き，ストーカ炉②～⑤は主灰，

＊ 1　現　宮城県立循環器・呼吸気病センター
＊ 2　現　（財）日本冷凍食品検査協会 図 1　一人年間当たりの焼却灰発生量
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図 2　1 人年間当たりの塩化物イオン発生量

飛灰，併せて平均 1.5㎏，流動床炉⑥～⑧は平均 1㎏と
低い値を示した。浸出水の再利用事業場⑨では主灰，飛
灰とも①～⑧に比べて，異常に高い値を示し，リサイク
ル系内に蓄積されていることが認められた。同様の⑩で
は，平成 17 年度には主灰と飛灰とに同程度含有してい
たが，平成 18 年度には主灰 0.3㎏，飛灰 1.3㎏と飛灰に
多く主灰で減少した。割合が変化した理由は調査時には
不明であったが，後日ガス冷却室直後の煙道に，多量の
塩類堆積が見つかり，このことが原因と思われた。

　飛灰中に占める消石灰の割合を図 3 に示した。施設に
より 0 ～ 39％と大きく異なっていたが，一般に流動床
炉は低い値を示した。①～⑧で塩化物イオン発生量と消
石灰投入量との間に相関係数 0.89 の強い相関がみられ
た。
　一方，金属類の溶出試験結果及び含有量試験結果を表
1，2 及び図 4 ～ 7 に示した。②と浸出水の再利用事業
場⑨を比較すると，⑨では水処理で除去が不可能なナト
リウム，カリウムが塩化物イオンと同様に飛灰に多く含

図 3　消石灰投入量（飛灰に占める割合）

表 1　金属類溶出試験結果

表 2　金属類含有量試験結果
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有していた。
　同様の⑩では平成 17 年度にはナトリウム，カリウム
が主灰に多く含まれていたが，平成 18 年度には⑨と同
様に飛灰に多く含有していた。原因として煙道への塩類
堆積により割合が変化することが考えられた。模式的に
塩類の高濃度化を図 8 に示した。
　水処理では塩化物イオン，ナトリウム，カリウム等の
可溶性塩類は除去できないため，塩類が蓄積し，焼却炉
の機能低下をまねくこと，また，埋め立て終了後も浸出
水は安定化するまで，同様な管理が必要なこと等により，
将来的には脱塩処理や放流等の検討が必要になるものと
考えられる。その場合には脱塩した副生塩の有効利用を
図る必要がある。
　3.2　脱塩処理施設アンケート調査
　設置年度が平成 9 年～ 15 年の全国 7 事業場の協力を
得て維持管理等の調査を行った結果は表 3 に示した。茨
設置経緯では地元との協議により当初から設置したもの
が 3 件で，稲枯れ被害発生後に設置したものが 2 件，2
件が無回答であった。芋処理方式では電気透析方式が 5
件，逆浸透膜処理方式が 2 件で，そのうち 1 件は薬品溶
解などへ処理水を再利用するのが目的で一部を脱塩処理
するものであった。鰯機種選定理由では実績，性能比較，
維持管理費の面から電気透析方式としたものが 3 件，水
道施設実績，総合比較から逆浸透膜方式としたものが 2
件，電気透析方式 2 件では無回答であった。允濃縮水の
乾燥方法は間接蒸気加熱方式が多かった。印イニシャル
コストは 2 億 5 千万～ 41 億 5 千万円と規模と設計条件
により大きく異なり比較困難であった。㎥／日当たり
の処理規模単価は 6 百万～ 5 千 2 百万円であった。咽
ランニングコストは放流の場合，電気透析方式は 2600
～ 6000 円／㎥と幅があったが，後年になるほど安価の
傾向がみられた。また，逆浸透膜方式では 1 例である
が 7400 円／㎥であった。員処理水量規模は 40 ～ 200㎥
／日であるが，放流できない場合には，大雨時に場内貯
留を余儀なくされる例もあり，十分な容量の調整槽設置
等の対策が必要であった。因処理目標水質のうち塩化物
イオンについては 300 ～ 500㎎／ L であったが，3 件が
無回答であった。姻副生塩の利用方法では融雪剤（凍結
防止剤）としての利用が最も多く 4 件で，皮革用なめし
塩利用が 2 件，ボイラー軟水器の樹脂再生塩利用が 2 件

図４　スト②金属含有量　 図５　スト⑨金属含有量 図６　スト⑩金属含有量（Ｈ17）　図７　スト⑩金属含有量（Ｈ18）

図 8　最終処分場浸出水の塩類の蓄積

であった。引管理委託業者は殆どがメーカー関連会社で
あったが，一部地元の業者に委託している例もあった。
飲維持管理上のトラブルについては，浸出水原水ＴＤＳ

（溶解性塩類総量）濃度が計画値を大幅に超過し，結晶
固化装置の加熱器を交換した例，蒸発乾燥装置の修繕例，
電極液（硝酸）の濃縮水への混入などの報告があった。
淫浸出水処理フローシートは，回答のあった施設では，
すべてＣａ除去，生物脱窒，凝集沈殿砂ろ過（又は凝集
ＵＦ膜ろ過），活性炭吸着，キレート処理，脱塩処理の
順であった。
　3.3 脱塩施設副生塩の分析
　分析結果を表 4 に示した。施設Ｄと施設Ｈの水処理フ
ローシートは，図 9 に示した。
　溶液ではどちらもアルカリ性を示したが，施設Ｈでは
pH10.6 を示し，白い沈殿が生じた。中和したところ沈
殿物は溶解し，溶解液のカルシウム濃度が上昇したこと
から沈殿物はカルシウム化合物と判断した。また，施設
Ｈではセレンが検出され，硝酸性窒素が高い値を示した。
これは，施設Ｈでは生物脱窒処理とキレート処理を設置
していないためと考えられる。融雪剤として，道路に散
布するためには環境保全上の問題が生じない状態で使用
する必要がある。
　3.4　Ｘ線回折による結晶構造の確認
　結果を表 5，図 10 ～ 11 に示した。焼却灰をセメント
原料として再資源化する際に塩化物イオン含有量が問題
となり，受け入れは含有量 0.1％未満である。文献では
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表 3　脱塩処理施設アンケート調査結果
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図 9　水処理フローシート

表 4　副生塩分析結果

0.5％程度の難溶解性塩分の含有が報告された例もあり３），
原因と考えられるフリーデル氏塩が今回の全てのストー
カ炉の焼却灰から検出した。浸出水の再利用事業場では
主灰でのみ検出したが，他では飛灰で多く検出した。ま
た，飛灰固化処理のセメント添加時点で出現しており，
コンクリートの水熱反応が関連している可能性が示唆さ
れた。Ｘ線回折データは，これからの焼却灰の資源化や
溶融スラグの有効利用の基礎資料として結晶構造を知る
上で有用である。

4　まとめ
茨塩化物イオン発生量はストーカ炉が平均 1.5㎏／人／

年，流動床炉が平均 1.0㎏／人／年と流動床炉が低い
値を示した。
芋塩化物イオン発生量と飛灰中の消石灰量は，強い相関

がみられた。
鰯最終処分場の浸出水を冷却水として再利用している事

業場では塩化物イオン及びナトリウム，カリウムの系
内蓄積が確認された。埋立終了後も管理を継続しなけ
ればならないことを考えれば，脱塩処理や放流等の対

表 5　Ｘ線回折解析結果
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策を早急に検討する必要があ
ると思われた。
允国内の実働中の脱塩処理プラ

ントの種類，規模，諸経費に
ついてデータベース化した。
印副生塩を融雪剤として使用す

るには環境保全上の配慮が必
要であり，硝酸性窒素も考慮
すべきものと思われた。
咽Ｘ線回折の結果では，全ての

ストーカ炉の焼却灰から難溶
性のフリーデル氏塩が検出さ
れ，再資源化の際配慮が必要
である。

　最後に調査にご協力頂きまし
た脱塩処理施設事業場の皆様，
焼却場・最終処分場管理関係者
の皆様及び保健所の皆様に，こ
の場をお借りしまして御礼申し
上げます。
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図 10　Ｘ線回折チャート（浸出水の再利用事業場スト⑩）

図 11　Ｘ線回折チャート（セメント固化前後）


